平成23年7月9日
「組織的な若手研究者海外派遣事業」における海外活動報告書


　　人間総合科学研究科　疾患制御医学専攻　　　　福島紘子
＜活動目的＞

　　　　小児がん診療体制・日本と北米の比較
＜実施期間・場所＞

1 平成22年11月20日～12月31日
（Children’s Hospital of Philadelphia; 米国・フィラデルフィア）

2 平成23年1月1日～2月19日
(The Hospital for Sick Children；カナダ・トロント)

＜活動内容＞
私は小児科専門医として日常診療を行っており、中でも小児がん・血液診療を専門に診療を行っている。小児科専門医、小児がん診療の上で北米との違いを学びながら、今後の研究、診療をよりよいものとする。
1、小児がん治療体制の違い

日本での小児がん患者新規発症数は年間3000人程度で、成人がん患者の67万人に対し非常に少数である。小児がんの約40％を占める白血病・悪性リンパ腫患者であっても1000人程度であり、いずれも希少疾患である。欧米では大規模研究がおこなわれているが、日本では民族背景が異なり薬効薬理が異なると予想されること、また使用薬剤が異なることなどから、欧米の結果のみに頼った診療では不完全である。このため日本国内での共同研究が必須であるが、満足のいく共同研究の体制を現在確立しつつあるところである。

北米では共同研究、あるいは一施設であっても大規模な研究が日常的に、計画的に行われていたが、私の研修を行ったPhiladelphia Children’s HospitalやThe Hospital for Sick Childrenのいずれにおいても関わる医療従事者が非常に多腫多様、かつ勤務者が日本と比較し多かった。いずれの施設においても小児患者にとって非常に重要である「遊び」や「楽しみ」を与える専門職が多く、患者や患者家族の満足度が高いように感じた。また専門の課程を学び博士を取得したNurse Practitionerや専門分野のみで勤務するRegistered Nurseが医師と同人数程度勤務し、患者や患者家族の背景の把握や日常診療を行っていた。また心理士や社会福祉士は各科に3～5名程度勤務していた。そのほか共同研究に重要である、患者データの集計を行う専門の事務員が複数名勤務していた。

一方日本における小児がん診療を行っている多くの施設では共同研究における各種診療やデータ集計は医師が行っている。多忙な中でのデータ集計は不完全になることが多く、また参加施設や患者数も限られており、北米の大規模研究と比較すると不完全な体制と言わざるを得ない。
２、小児がん患者の長期フォローアップ

小児がん患者の予後は近年飛躍的に改善されてきており、特に小児急性リンパ性白血病患者はその70～80％は治癒するといわれており、小児がん患者の予後が改善するとともに診療目標が「生存」から「合併症なく、生存」に変化してきた。このため今後は小児がん長期生存者のフォローアップシステムの確立が急務であるが、日本ではいまだできていない。北米の２施設いずれにおいても、フォローアップシステムが機能しており、治療終了後3～5年を経過した患者は「長期フォローアップ外来」に通院し、一定年齢を超えた患者は成人施設の「小児がん長期フォローアップ外来」に通院することとなる。この場合にも「1、小児がん治療体制の違い」で述べたことと同様に多腫多様な医療従事者が多く関与していることにより、より専門性を高めた診療をおこなうことができていた。
「1、小児がん治療体制の違い」「2、小児がん患者の長期フォローアップ」いずれにおいても日本に必要と感じたのは医師以外の医療従事者、専門職の育成であった。また北米ではこれらの職種の大半は女性が担っていたが、日本の医療現場においてもそれは同様であろう。しかしながら日本における女性専門職は結婚後に離職する者も多く、日本と北米における既婚女性の就職率の違いが特に女性労働者が多い医療現場に影響が大きいのではないかと考えられた。既婚女性、育児中の女性が働きやすいシフト制、社会体制の確立、女性の勤務に対する周囲の考え方などが日米で異なっていた印象であった。また現実的に夫の給料単独での家計の維持が困難であるということも女性勤務者が多いことに影響していた。
＜活動のまとめ＞ 
小児がん診療体制の北米と日本との違いを学んだ。社会制度の違いや、民族性・国民性の違いが小児がん診療体制に影響を与えており、現場の診療体制を一朝一夕に変更させることは不可能であると感じた。しかし、希少疾患である小児がん診療における医師含めた医療従事者の勤務体制は少しずつでも改善すべきであり、今後の大規模研究や共同研究の確立は必須である。

一方、分野や内容によっては必ずしも北米で機能している診療体制が日本人や日本の保険診療の上で最善のものと判断することは困難であり、日本人のきめ細やかな配慮や、診療に対する姿勢は非常に優れていることから、さまざまな側面からとらえた診療の質の単純な比較は困難であった。
今回の研修を踏まえ、今後は医師教育のみならず医療従事者の教育や勤務体系についても関わっていくことが必須と感じた。また長期フォローアップ制度の確立を目指し、診療計画を検討していくこととした。
